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PM2.5とは
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捕集前 →  捕集後

試料採取 24時間 (24m3）

①②

③

①

②

③

μm(マイクロメートル） １μm＝0.001mm（１ミリメートルの千分の１）

神奈川県公害防止推進協議会

PM2.5の発生源と生成のしくみ
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一次粒子：発生源から直接排出される
二次粒子：ガスとして放出後、大気中で粒子化

神奈川県公害防止推進協議会

★ 発生源の種類や地域は多岐にわたる。

★ 生成機構は複雑。

★ 多種類の成分が含まれる。



✓PM2.5：2009年に環境基準が設定

✓神奈川県は2011年度から質量濃度ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞと四季の成分分析を開始

環境基準とモニタリング(監視体制)①
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24時間連続
通年測定

✓PM2.5：2009年に環境基準が設定

✓神奈川県は2011年度から質量濃度ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞと四季の成分分析を開始
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【県内の測定地点数】67
一般環境大気測定局：46
自動車排出ガス測定局：21

光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ、PM2.5

大気環境における重要課題

(1980)
(1982)
(2007)
(2013)

環境基準とモニタリング(監視体制)②



●【2015～17年度】

研究の背景 神奈川県環境科学センターの取組み
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【目標】広域的な発生状況の把握、発生源の地域を推定

✓県を越えた広域的な解析 ✓シミュレーションモデルの活用、 ✓レセプターモデルの活用

【調査連携】 (行政機関も含む連携)
広域：関東地方大気環境対策推進連絡会

微小粒子状物質合同調査会議
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、山梨県、長野県、静岡県、さいたま市、
千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、静岡市、浜松市

県内：神奈川県公害防止推進協議会
(県・横浜市・川崎市)

【共同研究】(全国規模での連携)
Ⅱ型共同研究(国環研＋地環研) 48機関
「PM2.5の環境基準超過をもたらす地域的/広域的
汚染機構の解明」 (2016～18年度)

<汚染要因解析G>
<全国解析G>
<化学輸送モデルG>

研究目標
化学輸送モデルを用いて県内で観測されるPM2.5
の生成に影響を及ぼす発生源地域を推定する。

シミュレーションモデルの概要
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気象モデル
（WRF Weather Research and 

Forecasting model）

化学輸送モデル
（CMAQ Community Multi-scale Air 

Quality model）

・移流・拡散 （風に流される、散らばる）
・反応・沈着 （他の物質に変化する、地表に落ちる）

気象データ
・風向・風速・気温
・湿度・降水量・日射量

地表データ
・地表面温度
・土地利用、植生

気象場の推計

発生源データ発生源データ

大気質の推計

●広域的な発生状況が把握できる。(測定局が無い地点)

●発生源の影響を推定できる。(排出量を操作)



計算方法(通常計算)
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計算条件
○対象期間

2013.1.1～2014.1.31
(前計算2012.12.1～)

○計算領域
D1:東アジア領域(60km) 
D2：日本国内(15km)
D3：関東域(5km) ～100hPa, 34層

国立環境研究所
大型計算機
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(2013年 日平均値)

計算結果 再現性の確認① (通年比較 自動濃度測定機)

NOxNOx

OxOx

PM2.5PM2.5

PM2.5は実測値と概ね同様の日変動を示す。

ただし高濃度発生時(3月、7月、8月)の再現性は不十分。

PM2.5は実測値と概ね同様の日変動を示す。

ただし高濃度発生時(3月、7月、8月)の再現性は不十分。

大和市役所(一般局)：
県域でPM2.5の成分分析を実施

粒
子
状
物
質

ガ
ス
状
物
質
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計算結果 再現性の確認② (四季比較 成分分析)

（）は実測値を100とした相対値 OA：実測値はOC×1.6

【参考：既往の研究結果】

大和市役所

計算方法(発生源解析)

発生源寄与割合の推定方法

●特定領域のみを一律に削減(D2,3)・・・50%削減

領域①：【神奈川県内】 領域②：【東京湾】 領域③：【関東域】

●寄与割合の算出
特定領域からの生成量＝(通常排出量による計算結果

－特定領域の削減計算結果)×2

特定領域の寄与割合＝(特定領域からの生成量)/(通常排出量からの生成量)

領域③(関東域)は、領域①(神奈川県)、②(東京湾)を含むため、
領域①、②を除き算出。
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地域別の発生源寄与割合 (2013年 大和市役所)
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○PM2.5の発生源地域は？ ＜年平均値＞

PM2.5：関東域内の寄与割合が６割(県内約4割)

硫酸イオン：関東域外の割合が８割

硝酸イオン
元素状炭素

ｱﾝﾓﾆｳﾑｲｵﾝ
有機ｴｱﾛｿﾞﾙ

：関東域内の割合が９割以上。

：関東域内の割合が６割程度｡

関東域を中心とした発生源解析 (2013年16地点比較)
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PM2.5



関東域を中心とした発生源解析 (2013年16地点比較)
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硫酸イオン

元素状炭素硝酸イオン

高濃度解析例 2013年8月①

16

広範囲で連日高濃度日が発生

日平均値の濃度分布

成分分析結果

✓ 主成分は硫酸イオン

✓ 関東平野内を地上風が循環(陸海風)

✓ (光化学反応も盛ん)

汚染物質が関東平野内に滞留し、光化学
反応によって粒子化

硫酸ｲｵﾝ及び原因物質はどこから来た？
(又は来ていない？)

気象シミュレーション結果



高濃度解析例 2013年8月②
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シミュレーション
硫酸イオン濃度
2013/8/5～16

高濃度解析例 2013年8月③
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✓ 主成分は硫酸イオン

✓ 関東平野内を地上風が循環(陸海風)

✓ (光化学反応も盛ん)

汚染物質が関東平野内に滞留し、光化学
反応によって粒子化

硫酸ｲｵﾝ及び原因物質はどこから来た？
(又は来ていない？)

関東域外の内訳として、東アジア、火山(桜
島等)の影響を検討予定

✓ 主成分は硫酸イオン

✓ 関東平野内を地上風が循環(陸海風)

✓ (光化学反応も盛ん)

汚染物質が関東平野内に滞留し、光化学
反応によって粒子化

硫酸ｲｵﾝ及び原因物質はどこから来た？
(又は来ていない？)

関東域内(神奈川県、東京湾)、関東域外
の影響を受ける。

発生源解析結果

硫酸イオン



まとめと課題

結果概要

【計算再現性】
 質量濃度は概ね測定値と同様な日変動を示したが、高濃度日の再現性は十分でなかった。
・硫酸イオンは概ね良好な再現性を示す。硝酸イオンは夏から秋にかけて過大評価の傾向。
・有機炭素成分は全ての期間で過小評価される傾向。

【発生源寄与解析】
 硫酸イオンは関東域外の寄与割合が８割程度であったが､硝酸イオンや元素状炭素は関東域内
の寄与割合が９割以上となった。

→広域的な対策と地域的な対策の双方からのアプローチが重要であることが確認された。

課題と今後の取り組み

【発生源寄与解析】

 対象地域の細分化(越境汚染の寄与割合、桜島等の火山）、発生源種類別の寄与割合の把握。

【計算再現性】
 計算方法の改良などによる再現性の向上(特に硝酸イオン、炭素成分について)

Ⅱ型共同研究(H28～30年度)の一部として、上記課題の解決に向けて研究を継続
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環境基準と達成状況
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★PM2.5に係る環境基準 (2009年設定)

１年平均値が15μg/m3以下であり、かつ、１日平均値が35μg/m3以下であること。

長期基準：曝露濃度分布全体を平均的に低減させることを目的とする。
年平均値：日平均値の算術平均値

短期基準：高濃度領域の濃度出現を減少させることを目的とする。
日平均値：日平均値の年間９８％値。日平均値を最低値から順に最高値まで並べ、

最低値から数えて９８％目に該当する日平均値。

→環境基準を達成するには、両方の基準を満たす必要がある。

【長期基準】 【短期基準】


